
（別紙２） 社会福祉法人 鹿児島県身体障害者福祉協会 平成３０年度の主要事業体系 30.04.10現在

事 業 概 要 具 体 の 内 容
国や県 ① 身体障害者の生活訓練・・・・・・・・・ｵｽﾄﾒｲﾄの方の排泄法など、脊髄損傷者、ﾘｳﾏﾁの方、腎機能障害者、喉頭全摘出者の生活訓練の実施

の補助 ② 競技別の身体障害者スポーツへの助成・・障害者ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ大会など、競技別の県大会開催費や九州･全国大会への派遣費の助成

法 人 本 部 事 業 事業 ③ 障害者スポーツ指導員の養成・・・・・・障害者ｽﾎﾟｰﾂの指導者の養成及びフォローアップのための講習会を開催。

(鹿児島県 ④ 相談事業「障害者 110番」の実施・・・・障害者とその家族からの相談に対応。相続等の法律問題については月１回弁護士が対応。

障害者社会参加推進センター事業) 又は ⑤ 障害者社会参加推進協議会の開催・・・・身体障害、知的障害､精神障害に係る 17 団体と行政で構成｡８月障害者福祉に関する研修会等実施

⑥ 障害者福祉団体の活動費の助成・・・・・各地区の身体障害者協会、県視覚障害者団体連合会、県聴覚障害者協会等が行う事業への助成

・障害者自らの社会参加の推進に資する 県 か ら ⑦ 手話通訳者の配置・・・・・・・・・・・県障害福祉課に手話通訳者を１名配置。

事業等を実施 の 受 託 ⑧ 全国障害者スポーツ大会への派遣・・・・10月 13～ 15日、福井県で開催される全国大会に選手・役員団を派遣。

業務 ⑨ 県障害者保健福祉大会の開催・・・・・・11月 6日､県民交流ｾﾝﾀｰで自立更生者や更生援護功労者の表彰､子供達の体験発表､講演等を行う。

⑩ 県障害者 IT ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営・・・・・ 障害者のパソコン操作等に関する相談に応じる。ﾊｰﾄﾋﾟｱでの他、障害者の自宅での相談にも応じる。

当協会 ⑫ 理事会・評議員会の開催・・・・・・・・５月(理事会)､６月(評議員会)､３月開催。予算・事業計画の決定、決算・事業報告の承認等

の ⑬ 広報誌の発行、ホームページの更新・・・年２回広報誌(｢かんぎ｣､普通版 17００部、点字版５６部、録音版２３部)を発行、随時ホームページを更新

単独 ⑭ 障害者の作品展示即売会の開催・・・・・12月 3日｢あったか交流ﾌｪｽﾀ｣の一環としてﾊｰﾄﾋﾟｱかごしまで実施。

実施 ⑮ 情報サポート事業・・・・・・・・・・・県や市町村、鍼灸師会等の依頼により、広報誌の点字版や録音版、点字投票用紙の作成などを行う。

⑯ 全国ろうあ高齢者大会等への助成・・・・本県で開催される全国ろうあ高齢者大会(9月)を主管する県聴覚障害者協会等へ助成

施設の ⑰ 各施設の管理運営と情報提供・・・・・ 体育館,ﾌﾟｰﾙ､運動療法訓練室､ｱｰﾁｪﾘｰ場等の利用許可､受付､運営協議会の開催,ｾﾝﾀｰ職員の研修 等

鹿児島県 指定管 活動状況のＰＲ用広報誌(年２回)や年報の発行、ホームページの定期的な更新

障害者自立交流センター事業 等 理 者 と ⑱ 文化教室､ｽﾎﾟｰﾂ教室､記録会等の開催・・ 障害者のための料理･健康体操･卓球･水泳等の教室、卓球ﾊﾞﾚｰ･水泳･ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ大会等

しての ⑲ スポーツボランティアの養成・・・・・・ｾﾝﾀｰ主催のｽﾎﾟｰﾂ教室での支援活動等をしてもらうﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの養成やその活動の推進に資する研修を実施

・障害者のｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾚｰｼｮﾝ及び文化活動の 業務 ⑳ 「あったか交流フェスタ」の開催・・・・12月 2日､障害者週間関連事業としてﾊｰﾄﾋﾟｱでｺﾝｻｰﾄ等実施。約 1200名来場見込

場を提供(施設の利用は障害者優先だが一般者の利用も可) ㉑ 県障害者スポーツ大会の開催・・・・・・5月 20日､障害者が一同に会して県立鴨池補助競技場等で実施。陸上､水泳､卓球等に選手約 1000名が参加。

・障害者と一般県民との交流の場を提供

施設の ㉒ 施設の管理運営と情報提供・・・・・・ 視覚障害者のための点字図書･録音図書及び聴覚障害者のための字幕入りﾋﾞﾃﾞｵﾃｰﾌﾟやＤＶＤ 製作、閲覧、貸出

鹿児島県 指定管 運営協議会の開催、ｾﾝﾀｰ職員の研修、広報誌の発行(視覚版 毎月,聴覚版 年４回), ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの定期的な更新 等

視聴覚障害者情報センター事業 等 理 者 と ㉓ 視聴覚障害者の生活訓練・・・・・・・視覚障害者に対する白杖歩行訓練、録音図書を聞くための機器の操作、調理の訓練(調味料の一定量の感覚等)、｢心の健康｣講演会 等

しての 聴覚障害者に対する健康づくりや交通安全、生活習慣病の予防に関する講習会等の開催

・視聴覚障害者に対する生活訓練の実施 業 務 又 ㉔ 奉仕員やボランティアの養成と派遣・・視覚障害者のために点字･録音図書や字幕を製作する点訳･音訳奉仕員、字幕製作ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを養成

・視聴覚障害者に対する積極的な情報提供 は 県 か 聴覚障害者のための手話奉仕員、手話通訳者(有資格者)、要約筆記者の養成

ら の 受 盲ろう者(視覚と聴覚の重複障害者)のための通訳介助員の養成と派遣(※)を行う。

・視聴覚障害者のための奉仕員の養成と派遣 託業務 ㉕ 手話通訳者等の広域派遣・・・・・・・複数市町村の住民が参加する会議など、1市町村での対応が困難な場合、手話通訳者・要約筆記者を派遣

㉖ 情報支援ボランティアの養成・・・・・2020年の本県での国体･全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会開催に向けて手話や要約筆記等のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを養成する

㉗ 手話通訳者等の派遣と健康管理・・・・市町村との委託契約(約 20市町)等に基づき、登録されてる手話通訳者や要約筆記者等を派遣。

当協会 手話通訳者や要約筆記者等について、頸肩腕障害の早期発見のための健康診断を実施。

の ㉘ 重度視覚障害者のための生活訓練・・・パソコンや携帯電話等の情報機器・生活用具の紹介、使い方の指導等。地方でも実施。

単独 ㉙ 視覚障害者の援護者の養成・・ ・・・ 視覚障害者の移動支援や外出先での情報提供､代読､代筆を行う同行援護者養成のための研修を実施

実施 ㉚ 点字･音声訳等の技術活用事業・・・・ 上記⑮の情報ｻﾎﾟｰﾄ事業と一体となって、広報誌の点字版や録音版、点字投票用紙の作成などを行う。

注１ 単に「障害者」と記載してある場合は、身体障害、知的障害、精神障害の３障害を含む。

２ ①、②、③、④、㉓及び㉔(※通訳介助員の派遣は除く)で、予算上の「障害者の明るいくらし促進事業」を構成。

３ 以上の他、当協会が事務局となっている「市町村身体障害者相談員連絡協議会」としての事業等がある。

４ 当協会単独実施事業は、共同募金会からの分配金、正会員・賛助会員費、寄付金収入及び受託料(県の広報誌の点字版作成料等)や研修参加料などで賄っている。


